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CARE MANE PORT

　第６回総会を６月26日（土）に開催いたしましたのでご
報告いたします。　

日　時：平成22年６月26日（土）14：00 〜
場　所：京都テルサ
出席者：953名（会場出席87名、委任状866名）
　　　　欠席758名、会員総数＝1,711名
内　容：
【上原会長挨拶】
　介護保険制度が実施されてから10年が経過した。昨年
は政権交代があり、民主党政権が誕生し、菅総理は「強
い経済、強い財政、強い社会保障」の一体的実現を目指
すと言っている。この「強い社会保障」については、小
泉政権が「社会保障は浪費あるのみ」として社会補償費
を５年間で毎年2,200億円、５年間で１兆1,000億円も削
減した。その結果起こったのが「医療崩壊」、「介護崩壊」
であり様々な問題が起こった。それを是正しようとする
のが今度の政府の政策である。私たちは「社会保障を充
実させることは決して無駄遣いではない、様々な雇用を
生み出すからひとつの産業である」と言ってきた。今後
どうなるか見ていかなければならないが、現場の声や状
況が一番わかっている我々が介護保険を良くしていくと
いった提言をしなければならない。
　現場では利用者さんからいろいろ不満がでるかと思う
が、一人ひとりでは文句をいっても大きな声にはならな
い。我々は京都府介護支援専門員会、日本介護支援専門
員協会といった組織をもっており、そこを通じて、政府・
厚生労働省に提言していくことができる。そこで必要に
なるのが、日本介護支援専門員協会の存在である。京都
府介護支援専門員会は、京都府や京都市のパイプはもっ
ているが、政府・厚生労働省へのパイプをもっているの
は日本介護支援専門員協会だけである。その日本介護支
援専門員協会を支えていくのは、我々一人ひとりの会員

であり、その会員数は大きな力となる。出来る限り多く
の会員の皆様方の日本介護支援専門員協会への加入をお
願いしたい。
　一方、京都府介護支援専門員会は、京都府・京都市と
協議をしながら会員の皆様が仕事をしやすいようにいろ
いろな努力をいている。また、府市民に対しては、介護
支援専門員の仕事を理解していただくため、あらゆる努
力をしている。総会資料にあるように京都府、京都市に
多数の委員を送り込んでいる。
　また、会員の皆様には、いろいろな研修会の開催及び
相談事業を行っている。さらに、情報提供についても、
できるだけ早く会員の皆様方に提供できるようにホーム
ページ等を通じて発信している。
　今後とも京都府介護支援専門員会並びに日本介護支援
専門員協会へのご協力とご指導・ご鞭撻をお願いしたい。

【議　　案】
議　長：上村靖彦
議事録著名人：中藤正一、吉岡篤弘
　第１号議案（平成21年度事業報告について）
　第２号議案（平成21年度収支決算報告について）
　第３号議案（平成22年度補正予算（案）について
　報 告 事 項（諸規定について）
　以上１号議案〜３号議案については原案通り可決され
た。

【特別講演】
　�「ケアプラン点検支援マニュアル」をうまく活用する
ためのコツ
　　　京都市介護保険課担当課長　　徳永　博己氏 
　　　京都府介護支援専門員会理事　川添チエミ氏

平成22年度

京都府介護支援専門員会 第6回総会報告京都府介護支援専門員会 第6回総会報告京都府介護支援専門員会 第6回総会報告
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　今回の特集は会員の皆様から頂いた質問とその回答で
す。その中でも特に質問が多いサービス担当者会議につ
いて特集します。
　関連項目が当会ホームページ＞メンバーページ＞最新

情報の８月６日の記事、介護保険最新情報vol.155『「介
護保険制度に係る書類・事務手続きの見直し」に関する
ご意見への対応について』にも掲載されています。こち
らも併せてご覧ください。

　昨年度は皆様のご協力をいたただき、「主任介護支援
専門員」「施設ケアマネジャー」等、様々なアンケート
調査を実施しましたが、今年度は、新会員さん対象に「イ
ンタビュー調査」を計画しています。早速、第１回目は
総会当日。ご本人の了解を得、一部紹介させていただき
ます。

Q.入会の動機は、どのようなことでしょうか？
A.京都で、初めて介護支援専門員として働くことになったから。これまで、生涯研修手帳による
ステップアップが気に入っていたので、研修には積極的
に参加していた。京都で同じ制度がないのは残念だが、
これからも研修には、コンスタントに参加したい。

Q.研修の他に会に期待することはありますか？
A.情報を得たい。法改正や大きな動きについて、自分で情報を得ることは難しいし、わからない
ことも多いので、会から情報が欲しい。また、業務につ
いて一応知っていても、それが望ましいかどうかわから

ないし、自分のやっていることが本当にこれでいいのか、
確かめたい。

　そして、「新一年生と同じなので、会の基礎的なこと、
たとえばブロックのことなどがまだわからないが、交流
の場があるなら参加したい、できることはお手伝いした
い」と、頼もしい言葉もいただきました。新しく仲間に
入られた方が、会活動に容易にアクセスできるよう、も
っと「見える」「わかりやすい」工夫が必要ではないか
と感じました。

　委員会では、このようなインタビュー調査を、数回行
い、最終年度末にまとめたいと予定しています。フレッ
シュな皆さんのお声、忌憚のないご意見をお聞かせいた
だけたらと思います。声がかかりましたら、是非ご協力
よろしくお願いいたします。

調査研究委員　南出裕美子

新会員インタビュー
調査・研究委員会より　～新入会員さんへインタビュー～

特集１

会員からの質問
（サービス担当者会議について）

特集２
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質問及び回答

Q.新規認定でサービスを受ける場合、各サービスが開始になるまでは（やむえない場合）個
別に担当者会議を開き個別に第４表に記録してもよ
いか。
　必ず、すべてのサービスが一同に集まって（すで
に担当者会議が終わっている事業所に同席してもら
う、照会する等）開催しなければいけないのか。

A.当然、全員が集まれるように努力をしたという前提ですが、「やむを得ない場合」の内容にも依
るのではないでしょうか？　個別に複数回のサービス担
当者会議を開催されるとイメージしましたが、キーマン
が出席したサービス担当者会議が開催されれば、すべて
が一同に集まらなければいけないという必要はありませ
ん。平成22年度　介護保険サービス事業者等集団指導資
料P450（9）P451（14）を参照。但し、一同に集まる事の
最大のメリットはお互いに情報が共有できる事です。止
むを得ず一同に集まれなかったとしても、サービス事業
所間で情報が共有できるような工夫をする必要はあるで
しょう。

Q.区分変更申請を提出するまでに担当者会議を開催できなかった場合、申請提出後に担当者
会議を開催しても減算とならないか、ならないので
あれば申請書提出後、いつまでに開催しなければい
けないのか。　

A.区変前のサービス担当者会議の意義（目的）は区変申請を行う必要性に関する意見を専門家に
尋ね協議する場、（区変申請が必要なほどの）状況の変
化を周知し、その状況に対応した新たな暫定ケアプラ
ン原案を協議するする場の意味合いが強い性質のもので
す。サービス担当者会議を経ないで区変申請うことが果
たして如何なものかと言う疑問も生じるのではないでし
ょうか？　申請前にどの様な（程度）開催の努力がなさ
れたか？　サービス担当者会議開催前に申請を出す必要
性（緊急性）の有無やその内容、提出後に介護支援専門
員がどの様に動いたかも勘案した上で判断されると思い
ます。

Q.新規で認定を受けてサービスを受ける場合、サービスが開始されるまでに担当者会議が開
催できなかった場合はサービス提供開始月中に担当
者会議を開催すれば減算とならないか。

A.開始月中に開催されていれば減算まではないものと思いますが、ケースの内容やサービス開始
の緊急性の内容、サービス担当者会議遅延の理由によっ
ては判断が分れるかもしれません。

Q.認定の有効期間が６/30までの場合。審査会が７/10であると、６月中に担当者会議を開
催しないと減算か。７/10以降で当月中のみでよい
か。また、６月中が必要な場合、介護度が同じ時は、
すべて照会でよいか。すべて照会とは、家族、本人
も含むのか、事業所のみの意味か。

A.認定結果の遅れがある場合、サービスを継続させるとするならば新たな認定期間までに（この
場合６月中に）暫定プランを作成しサービス担当者会議
など通常の更新を受けた時と同様のプロセスを経ている
必要があります。
　認定結果が出た時点で、認定結果がこの暫定プランに
位置付けた介護度と等しい、暫定プラン完成後に利用者
及び家族等の状況やニーズに何ら変化がない、ケアプラ
ン内容や援助に関する留意点などに変更がない等の全て
の条件が満たされている場合について、当該暫定ケアプ
ラン内容を転写し、認定結果が記載されたいわば「正式
な（＝暫定プランに対しての表現）」ケアプランを作成
する訳ですが、この場合については事業所へは照会と言
うよりは報告でもよいと思います。
　ただしこの場合にも本人、家族へのケアプランへの説
明・承認・交付の義務はあると思いますので面会なしと
いうのは論外と考えます。

　事例毎の詳細が判りませんので前述はあくまで「一般
的な話」としてご承知おき下さい。ご呈示頂いた内容以
外にその時々の利用者さんの状況によっては異なった取
り扱い（指導）がされることもある可能性はご理解頂き
たいと存じます。

全体を通しての印象
　サービス担当者会議についてはケアマネジメントプロ
セスの一部でありケアマネジメントを正確かつ円滑に行
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うための手順の一部であると思います。その意義を踏ま
えたうえで考えますと、その時々のサービス担当者会議
を何時若しくは何時までに行う必要があるのかは容易に
判断できます。まずはその意味を踏まえて判断すべきか
と。また指導についてはその目的のひとつに法令順守が
挙がっていますが、その元になる介護保険法の理念は利
用者の尊厳保持が第一に掲げられていることはご存知の
とおりです。会議の開催はケアマネジメントの目的とす
るところではなく、全ては利用者の尊厳保持や自立支援
に向けたケアマネジメントプロセスを円滑に遂行するた
めの手段の一つであると考えます。
　過去の実地指導については、確かに書類の有無や日付
だけを見るような印象がありましたが、保険者の給付適
正化事業によるケアプラン点検も始まり、最近の実地指
導等ではそのプロセスがきちんとなされているか？と言
う視点での指導への過渡期かと思われます。サービス担
当者会議を例にとりますと集団指導資料や自主点検表に
はやむを得ない事情として、サービス担当者会議の出席
要請を行ったが事業所の都合で出席出来なかった場合が
挙げられ、事業所に対する照会に代えられる旨が書かれ
ていますが、この辺りでもサービス担当者会議の日程調
整に於いて○月○日の○○：○○〜の一点しか設定せず
全ての事業所の参加が得られなかった場合と○月○日〜
○月○日の間に調整を図ったが何処の参加も得られなか
った場合では（こんなことはまずないことと思いますが）
全く印象が違いますし、何故その日時や期間に設定しな
ければいけなかったかと言う必然性（おそらく利用者側
由来の都合のみ）が勘案され考慮されると思います。最
近の指導例ではケアプランに位置付けた全ての事業所に
対して照会で済ませていた事例に関しては減算の指導が
あったと聞いています。また、以前懸案になった毎月の
モニタリング訪問が出来なかった「やむを得ない（特段
の）事情」に於いて、「利用者の死亡」と言う不可避な
状況についての判断も、例えば当該利用者が死亡される
までほぼ完璧に毎月のモニタリング訪問が出来ていたケ

ースと、度々モニタリング訪問が出来ず運営基準減算を
繰り返していたケースとでは判断が分れるのではないで
しょうか？　後者のケースで亡くなられた月に限って特
段の事情と判断してもらうというのは少々虫が良すぎる
と言う気もします。こういった点を踏まえますと、何日
付の書類の有無ではなく日々のケアマネジメント業務が
きちんとされているか？と言うことが重要であるのは明
確です。

　今回取りあげた質問の多くはサービス担当者会議の実
施日にまつわるものが殆どでしたが、当会に寄せられ
る運営基準減算にかかる質問についても同様のもので大
半が占められ、皆さんがこう言った日付や書類などに非
常に神経をとがらせ日々業務されている事を強く感じま
す。過去の指導がこう言った視点で行われたことにより
一部（若しくは大半）の介護支援専門員の視点がそちら
へ向いたのかは定かではありませんが、介護支援専門員
がケアマネジメントプロセス本来の目的とは違うところ
に労力や神経を傾注すること自体如何なものかと思いま
す。確かに居宅介護支援事業所運営にあたって、運営基
準減算は大きな問題ですし関心事には違いありません
が、前述のプロセス一つひとつの意味（意義）を理解し
それを生かす業務を行えば自然と運営基準減算はなくな
るものと思います。まとめますと、これからは書類の有
無やその日付だけでなく、帳票類も含めた記録のなかで
プロセス一つひとつの目的が果たせ、ケアマネジメント
の本質が担保されているかが読み取れるか？という視点
をもちながら業務に当たることがより一層重要かと、ま
たそれが介護支援専門員の本質かと考えます。

　また、冒頭でもお知らせしましたが、介護保険最新情
報vol.155『「介護保険制度に係る書類・事務手続きの見
直し」でサービス担当者会議に関連する部分についてを
抜粋します。

項　　　目 意 見 へ の 対 応

１　居宅介護支援

⑵ �居宅サービス計画書
の更新の時期の明確
化について

　居宅サービス計画書の更新（変更）については、「指定居宅介護支援等の事業の人員
及び運営に関する基準について」（平成11年７月29日老企22厚生労働省老人保健福局企
画課、以下「基準の解釈通知」という）の「第二指定居宅介護支援等の事業の人員及
び運営に関する基準」の「３運営に関する基準」において、
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⑵ �居宅サービス計画書
の更新の時期の明確
化について

①�モニタリングを行い、利用者の解決すべき課題の変化が認められる場合等に応じて
居宅サービスを変更（⑫居宅サービス計画の実施状況等の把握及び評価等）
②�介護支援専門員は、利用者が要介護状態区分の変更の認定を受けた場合など本号に
掲げる場合（※）には、サービス担当者会議の開催により、居宅サービス計画の変更の
必要性について、担当者から、専門的な見地からの意見を求めるものとする（①居
宅サービス計画の変更の必要性についてのサービス担当者会議等による専門的意見
の聴取）と規定しているところである。
　したがって、指定居宅介護支援等の事業及び運営に関する基準（平成11年３月31日
厚令38、以下「基準」という）においても、モニタリングにより利用者の状態（解決
すべき課題）に変化が認められる場合や、要介護認定の更新時において、居宅サービ
ス計画書の更新（変更）を求めているところであり、これを周知徹底したい。
※基準第13条14
　�　介護支援専門員は、次に掲げる場合においては、サービス担当者会議の開催により、
居宅サービス計画の変更の必要性について、担当者から、専門的な見地からの意見
を求めるものとする。（中略）
　　イ　�要介護認定を受けている利用者が法第28条第２項に規定する要介護更新認定

を受けた場合
　　口　�要介護認定を受けている利用者が法第29条第１項に規定する要介護状態区分

の変更の認定を受けた場合

３　�ケアプランの軽微
な変更の内容につ
いて（ケアプラン
の作成）

　「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について（平成11年７月
29日老企22号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）」（以下、「基準の解釈通知」という）
の「第Ⅱ指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準」の「３運営に関す
る基準」の「⑺ 指定居宅介護支援の基本取扱方針及び具体的取扱方針」の「⑮居宅サ
ービス計画の変更」において、居宅サービス計画を変更する際には、原則として、指
定居宅介護支援等の事業及び運営に関する基準（平成11年３月31日厚令38、以下「基
準」という）の第13条第３号から第11号までに規定されたケアプラン作成にあたって
の一連の業務を行うことを規定している。なお、「利用者の希望による軽微な変更（サ
ービス提供日時の変更等）を行う場合には、この必要はないものとする。」としている
ところである。

①�サービス提供の曜日
変更

　利用者の体調不良や家族の都合などの臨時的、一時的なもので、単なる曜日、日付
の変更のような場合には、「軽微な変更」に該当する場合があるものと考えられる。

②�サービス提供の回数
変更

　同一事業所における週１回程度のサービス利用回数の増減のような場合には、「軽微
な変更」に該当する場合があるものと考えられる。

③利用者の住所変更 　利用者の住所変更については、「軽微な変更」に該当する場合があるものと考えられる。

④事業所の名称変更 　単なる事業所の名称変更については、「軽微な変更」に該当する場合があるものと考
えられる。

⑤目標期間の延長 　単なる日標設定期間の延長を行う場合（ケアプラン上の目標設定（課題や期間）を
変更する必要が無く、単に日標設定期間を延長する場合など）については、「軽微な変更」
に該当する場合があるものと考えられる。
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⑥�福祉用具で同等の用
具に変更するに際し
て単位数のみが異な
る場合

　福祉用具の同一種目における機能の変化を伴わない用具の変更については、「軽微な
変更」に該当する場合があるものと考えられる。

⑦�目標もサービスも変
わらない（利用者の
状況以外の原因によ
る）単なる事業所変更

　目標もサービスも変わらない（利用者の状況以外の原因による）単なる事業所変更
については、「軽微な変更」に該当する場合があるものと考えられる。

⑧�目標を達成するため
のサービス内容が変
わるだけの場合

　第一表の総合的な援助の方針や第二表の生活全般の解決すべき課題、目標、サービ
ス種別等が変わらない範囲で、日標を達成するためのサービス内容が変わるだけの場
合には、「軽微な変更」に該当する場合があるものと考えられる。

⑨�担当介護支援専門員
の変更

　契約している居宅介護支援事業所における担当介護支援専門員の変更（但し、新し
い担当者が利用者はじめ各サービス担当者と面識を有していること）のような場合に
は、「軽微な変更」に該当する場合があるものと考えられる。

上記①～⑨共通 　なお、これはあくまで例示であり、「軽微な変更」に該当するかどうかは、変更する
内容が同基準第13条第３号（継続的かつ計画的な指定居宅サービス等の利用）から第
11号（居宅サービス計画の交付）までの一連の業務を行う必要性の高い変更であるか
どうかによって軽微か否かを判断すべきものである。

４　�ケアプランの軽微
な変更の内容につ
いて（サービス担
当者会議）

　基準の解釈通知のとおり、「軽微な変更」に該当するものであれば、例えばサービス
担当者会議の開催など、必ずしも実施しなければならないものではない。しかしながら、
例えば、ケアマネジャーがサービス事業所へ周知した方が良いと判断されるような場
合などについて、サービス担当者会議を開催することを制限するものではなく、その
開催にあたっては、基準の解釈通知に定めているように、やむを得ない理由がある場
合として照会等により意見を求めることが想定される。

サービス利用回数の増
減によるサービス担当
者会議の必要性

　単なるサービス利用回数の増減（同一事業所における週１回程度のサービス利用回
数の増減など）については、「軽微な変更」に該当する場合もあるものと考えられ、サ
ービス担当者会議の開催など、必ずしも実施しなければならないものではない。
　しかしながら、例えば、ケアマネジャーがサービス事業所へ周知した方が良いと判
断されるような場合などについて、サービス担当者会議を開催することを制限するも
のではなく、その開催にあたっては、基準の解釈通知に定めているように、やむを得
ない理由がある場合として照会等により意見を求めることが想定される。

ケアプランの軽微な変
更に関するサービス担
当者会議の全事業所招
集の必要性

　ケアプランの「軽微な変更」に該当するものであれば、サービス担当者会議の開催
など、必ずしも実施しなければならないものではない。ただし、サービス担当者会議
を開催する必要がある場合には、必ずしもケアプランに関わるすべての事業所を招集
する必要はなく、基準の解釈通知に定めているように、やむを得ない理由がある場合
として照会等により意見を求めることが想定される。
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　先日、主任介護支援専門員の研修が終了しました。多数の方々が修了をされました。自己研鑽につながることや業
務を行う中、「これでよいのだろうか」他の介護支援専門員は「どのように支援をされているのだろうか」などの情報
収集を盛んにされていました。 介護保険サービスや保健・医療・福祉サービスを提供する人達との連携の調整、他の
介護支援専門員に対する助言・指導など、ケアマネジメントが適切かつ円滑に提供されるために必要な業務に関する
知識及び技術習得することを目的としています。多くの方が習得され介護支援専門員の地位確立、質の向上につなげ
ていければと思います。
　最近、早朝に自宅周辺を散歩したり、休日に高原や滝、山々の散策をしていると、普段見たことのない草花や風景
など周囲に目が向き、視点が違うことで新たな発見をすることが沢山あります。介護の現場においても同じことがい
えるのではないでしょうか。認知症になっても、障害があっても、また独り暮らし、夫婦二人暮らしであっても自分
らしく安心して生活が出来るように、私たち介護支援専門員が「何が出来るのか」「何をしなければならないのか」共
に悩み、語り学びあえる環境を充実させ、違った視点も養っていくために、ブロック会員の方々と協力しながら研修
等も共に企画出来ればと思っています。	 南山城ブロック　伊佐いく子

編 集 後 記
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【府民公開講座について】
　平成22年度府民公開講座を下記のとおり開催いたします。
　講　演：自宅で大往生～「ええ人生やった」と言うために
　講　師：中村　伸一 医師（福井県 国民健康保険  名田庄診療所）
　日　時：平成22年11月13日（土）午後２時～４時
　場　所：京都テルサ ３階 大会議室（京都市営地下鉄烏丸線  九条駅下車）

【第７回臨時総会について】
　第７回臨時総会を下記にて開催いたしますのでご予定ください。詳細は後日改めてご案内いたします。
　日　時：平成22年12月25日（土）午後２時～（午後１時30分 受付開始予定）
　場　所：ハートピア京都（京都市営地下鉄烏丸線   丸太町駅下車）

【住所・氏名・勤務先等を変更された方へ】
　住所・氏名・勤務先等を変更された方は、「住所・氏名・勤務先等変更届」をご提出いただきますようお願いいたします。
変更届の用紙をお持ちでない場合は送付させていただきますので、事務局までご連絡ください。

事務局からのお知らせ
i n f o r m a t i o n
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